
手当
期末手当区　　　分 職 員 数 その他の 共 済 費 合　 計 備　考

報　 酬 給 　料 年間支給率 地域手当 計 負 担 金（人） 手    当( 月分)

7,194
長　等 2 18,684 25,878 3,972 3,925 33,775

( 3.85)

23,064
議　員 14 59,904 82,968 31,242 114,210

( 3.85)
本年度

そ の 他 の
602 129,961 129,961 129,961

特 別 職

計 618 189,865 18,684 30,258 238,807 35,214 3,925 277,946

7,194
長　等 2 18,684 25,878 3

附

,585 4,018 3

表

3,481
( 3.8

１

5)

24,667
議　

給

員 15 64,068 8

　

8,735 36,48

　

3 125,218
( 

与

3.85)
前年度

そ の

　

他 の
806 119,8

　

18 119,818 1

費

19,818
特 別 職

計

　

823 183,886

　

18,684 31,8

明

61 234,431 4

　

0,068 4,018

　

278,517

長　等

細

0 0 0 0 387 △93

　

294

議　員 △1 △4

　

,164 △1,603

書

△5,767 △5,2

１

41 △11,008

比

　

　較
そ の 他 の

△204

特

10,143 10,1

　

43 10,143
特 別

別

職

計 △205 5,97

　

9 0 △1,603 4,

職

376 △4,854 △

（

93 △571

－161

単

－

位：千円）

給　　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　費
退職



職 手 当
区　　　分 職　員　数 共　済　費 合　　　 計 備　　　　　　　　考

負 担 金(人) 報 　　　酬 給 　　　料 職 員 手 当 計

本　年　度 383 1,507,219 1,021,912 2,529,131 608,859 506,958 3,644,948

前　年　度 346 1,372,519 955,510 2,328,029 493,213 415,221 3,236,463

比　　　較 37 134,700 66,402 201,102 115,646 91,737 408,485

区 分 扶 養 手 当 管 理 職 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 時間外勤務手当 特 殊 勤 務 手 当

本 年 度 36,768 70,476 192,904 18,825 74,757 2,634

前 年 度 34,980 68,981 175,789 17,589 82,566 1,134

比 較 1,788 1,495 17,115 1,236 △7,809 1,500職 員 手 当

の 内 訳 区 分 通 勤 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 夜 間 勤 務 手 当 宿 日 直 手 当 災 害 派 遣 手 当

本 年 度 27,373 372,691 224,834 500 50 100

前 年 度 25,422 341,468 207,481 0 0

－

100

比 較 1,951

1

31,223 17,3

6

53 500 50 0

2－

２　一　般　職

(1)　総 括 （単位：千円）

給　　　　　 　与　 　　　　　費 退



 （２） 給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額

(千円) (千円)

134,700  給与改定に伴う 0

 増減分

 昇給に伴う増加分 1,737 （ 昇給期） （ 職員数）

昇給期別職員数 4月 361人

 その他の増減分 132,963  採用に伴う増 25,747 千円  職員数の異動状況

 退職に伴う減 △ 127,811 千円 現に在職する職員数

 人事異動等 235,027 千円 本年度 383人

 前年度 346人

増減 37人

66,402  制度改正に伴う 0

 増減分

 その他の増減分 66,402  採用に伴う増 12,581 千円

 退職に伴う減 △ 79,529 千円

 人事異動等 133,350 千円

区 分

職 員 手 当

給 料

説 明 備 考
増 減 事 由 別 内 訳



 （３） 給料及び職員手当の状況

    ア　職員１人当たり給与

薬剤・医療 看 護 ・

技  術  職 保 健 職

平成26年 平均給料月額 (円) 321,274 270,301 307,933 311,917 302,720 306,978 375,793

1 月 1日 平均給与月額 (円) 404,074 313,019 366,686 390,633 356,784 370,160 500,138

現  　在 平　均　年　齢 (歳) 46.00 53.09 42.09 43.08 46.00 44.10 49.06

平成25年 平均給料月額 (円) 337,324 265,800 314,013 310,653 327,800 302,134 400,378

1 月 1日 平均給与月額 (円) 434,678 309,101 392,767 424,807 422,009 378,862 516,479

現 　 在 平　均　年　齢 (歳) 46.09 54.02 41.10 42.06 48.08 42.11 51.01

    イ　初任給

技能労務職 一般行政職 技能職員

(円) (円) (円) (円)

144,500 137,200 140,100 137,200

178,800 172,200

国 の 制 度

税 務 職

大 学 卒

区 分 一 般 行 政 職

区 分

高 校 卒

教 育 職福 祉 職一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

平成26年1月1日現在



    ウ　級別職員数

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 福   祉   職 税   務   職 薬剤・医療技術職 看 護・保 健 職 教   育   職

区     分 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

(人) (％) (人) (％) (人) (％) (人) (％) (人) (％) (人) (％) (人) (％)

1級 11 4.8 1級 4 100.0 1級   1級 3 8.6 1級   1級   1級   

2級 28 12.3 2級   2級 2 5.3 2級 5 14.3 2級 2 40.0 2級 3 17.7 2級   

3級 45 19.7 3級   3級 12 31.6 3級 4 11.4 3級   3級 5 29.3 3級   

平成26年 4級 55 24.1 4級   4級 17 44.7 4級 9 25.7 4級 3 60.0 4級 6 35.3 4級   

1 月 1日 5級 48 21.1 5級   5級 7 18.4 5級 9 25.7 5級   5級 3 17.7 5級 4 66.6

現    在 6級 23 10.1 6級   6級   6級 3 8.6 6級   6級   6級 1 16.7

7級 12 5.3 7級   7級   7級 2 5.7 7級   7級   7級 1 16.7

8級 6 2.6 8級   8級   8級   8級   8級   8級   

計 228 100.0 計 4 100.0 計 38 100.0 計 35 100.0 計 5 100.0 計 17 100.0 計 6 100.0

1級 10 4.1 1級 5 100.0 1級   1級 3 8.1 1級   1級   1級   

2級 30 12.4 2級   2級 2 5.0 2級 7 18.9 2級 1 25.0 2級 7 36.8 2級   

3級 45 18.6 3級   3級 13 32.5 3級 6 16.2 3級   3級 6 31.6 3級   

平成25年 4級 64 26.5 4級   4級 18 45.0 4級 10 27.1 4級 3 75.0 4級 5 26.3 4級   

1 月 1日 5級 50 20.7 5級   5級 7 17.5 5級 7 18.9 5級   5級 1 5.3 5級 4 66.6

現    在 6級 27 11.2 6級   6級   6級 2 5.4 6級   6級   6級 1 16.7

7級 10 4.1 7級   7級   7級 2 5.4 7級   7級   7級 1 16.7

8級 6 2.4 8級   8級   8級   8級   8級   8級   

計 242 100.0 計 5 100.0 計 40 100.0 計 37 100.0 計 4 100.0 計 19 100.0 計 6 100.0

（級別の標準的な職務内容）

区　　　　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

一般行政職 主事補・技師補 主事・技師 主　　任 主　　査 主　　幹 課　　長 次 長・参 事 部　　長



    エ　 昇給

一般行政職 技能労務職 福  祉  職 税  務  職

 職　 員　 数　 （ Ａ ） ( 人) 382 262 5 46 42

 昇給に係る 職員数（ Ｂ ） ( 人) 361 250 5 45 39

( 人) 65 51 2 3 5

( 人) 296 199 3 42 34

( 人) 0 0 0 0 0

( 人) 0 0 0 0 0

 比　 　 　 率　 （ Ｂ ） ／（ Ａ ） ( ％) 94. 5 95. 4 100. 0 97. 8 92. 9

 職　 員　 数　 （ Ａ ） ( 人) 345 231 4 39 36

 昇給に係る 職員数（ Ｂ ） ( 人) 329 225 4 39 36

( 人) 69 59 1 0 5

( 人) 260 166 3 39 31

( 人) 0 0 0 0 0

( 人) 0 0 0 0 0

 比　 　 　 率　 （ Ｂ ） ／（ Ａ ） ( ％) 95. 4 97. 4 100. 0 100. 0 100. 0

代    表    的    な    職    種

号給数別内訳

号給数別内訳

合 計

本

年

度

前

年

度

２ 号級

４ 号級

６ 号級

８ 号級

２ 号級

４ 号級

６ 号級

８ 号級

区 分



    オ　 期末手当・ 勤勉手当

支 給 率 計 職制上の段階、 職務の

６ 月( 月分) １ ２ 月( 月分) ( 月分) 級等によ る 加算措置

1. 90 2. 05 3. 95 有

1. 90 2. 05 3. 95 有

1. 90 2. 05 3. 95 有

    カ　 定年退職及び勧奨退職に係る 退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 そ  の  他  の

( 月分) ( 月分) ( 月分) ( 月分) 加 算 措 置 等

 埼玉県市町村総合

27. 025 36. 57 52. 44 52. 44  事務組合退職手当

 支給条例によ る

定年前早期退職

( 支給率等) 特例措置

備 考

国の制度

支 給 率 等

27. 025 36. 57 52. 44 52. 44

定年前早期退職
特例措置

備 考

本 年 度

区 分

前 年 度

国 の 制 度

区 分
支 給 期 別 支 給 率



    キ　 地域手当

全地域

（ ％） 12

（ 人） 382

（ ％）

    ク 　 特殊勤務手当

代  表  的  な  職  種

一般行政職 看護・ 保健職

0. 1 0. 1 0. 2

　 福祉業務

    ケ　 その他の手当

国の制度と の異同

 支  給  対  象  地  域

差　 異　 の　 内　 容

7. 0 17. 6

支 給 率

支 給 対 象 職 員 数

国 の 指 定 基 準 に
12

全 職 種区 分

6. 3

基 づ く 支 給 率

代表的な特殊勤務手当の名称

区 分

給料総額に対する 比率（ ％）

支給対象職員の比率  （ ％）

（ 平成26年1月1日現在）

通 勤 手 当

同

同

同

扶 養 手 当

住 居 手 当



附表２

（単位：千円）

事 項 限 度 額

期 間 期 間 地方債 その他

平成 平成

9年度 26年度

221,000 ～ 153,758 ～ 67,242 67,242

平成 平成

25年度 29年度

平成 平成

22年度 26年度

総合福祉センター管理運営委託 ～ 114,816 ～

平成 平成

25年度 27年度

同上 39,597 同上 同上

児 童 セ ン タ ー 管 理 運 営 委 託 同上 61,197 同上 同上

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

前年度末までの 当該年度以降の 左 の 財 源 内 訳

支出（見込）額 支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

金 額 金 額 国県支出金

知的障がい児通園施設みつばすみれ
学園及び知的障がい者通所更生施設
整 備 費 補 助 金

施設の管理運
営委託料並び
にこれに対す
る消費税及び
地方消費税の
合計額

限度額に同じ 限度額に同じ

宗 岡 子 育 て 支 援 セ ン タ ー
管 理 運 営 委 託

同上 同上

同上 同上



（単位：千円）

事 項 限 度 額

期 間 期 間 地方債 その他

平成 平成

22年度 26年度

秋ケ瀬運動場施設管理運営委託 ～ 110,400 ～ 限度額に同じ 限度額に同じ

平成 平成

25年度 27年度

宗 岡 公 民 館 管 理 運 営 委 託 同上 95,400 同上 同上 同上

宗 岡 第 二 公 民 館 管 理 運 営 委 託 同上 69,765 同上 同上 同上

金 額 国県支出金

前年度末までの 当該年度以降の 左 の 財 源 内 訳

施設の管理運
営委託料並び
にこれに対す
る消費税及び
地方消費税の
合計額

同上

同上

支出（見込）額 支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

金 額



（単位：千円）

事 項 限 度 額

期 間 期 間 地方債 その他

平成

26年度

市 民 会 館 管 理 運 営 委 託 ─ ～ 限度額に同じ 9,455 219,545

平成

30年度

─ 同上 同上 40,000

八 ケ 岳 自 然 の 家 管 理 運 営 委 託 ─ 同上 同上 109,295

市民体育館及び武道館管理運営委託 ─ 同上 同上 1,280 170,320

前年度末までの 当該年度以降の 左 の 財 源 内 訳

支出（見込）額 支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

金 額 金 額 国県支出金

229,000 ─

フ ォ ー シ ー ズ ン ズ 志 木
ふ れ あ い プ ラ ザ 管 理 運 営 委 託

40,000 ─

109,295 ─

171,600 ─



（単位：千円）

事 項 限 度 額

期 間 期 間 地方債 その他

平成

平成 26年度

民営自転車駐車場建設資金利子補給 借入残額の 6年度 ～

（平成６年度分から 2.0％以内 ～ 8,347 補給期 限度額に同じ 限度額に同じ

　平成２６年度分） 平成 間完了

25年度 の年度

まで

平成

勤 労 者 住 宅 融 資 資 金 利 子 補 給 16年度

（平成１６年度分から 同上 ～ 1,256 同上 同上 同上

　平成１７年度分） 平成

25年度

昭和

農 業 近 代 化 資 金 利 子 補 給 63年度

（昭和６３年度分から 同上 ～ 23,394 同上 同上 同上

　平成２６年度分） 平成

25年度

一 般 財 源
金 額

前年度末までの 当該年度以降の 左 の 財 源 内 訳

支出（見込）額 支 出 予 定 額 特 定 財 源

金 額 国県支出金



（単位：千円）

事 項 限 度 額

期 間 期 間 地方債 その他

平成

平成 26年度

中 小 企 業 等 融 資 利 子 補 給 借入残額の 3年度 ～

（平成３年度分から 2.0％以内 ～ 90,426 補給期 限度額に同じ 限度額に同じ

　平成２６年度分） 平成 間完了

25年度 の年度

まで

志木市が行う

小規模企業者

への資金融資

あっせんに係

る融資額の範

囲内で埼玉県

信用保証協会 平成 平成

小規模企業者融資資金損失補償 が金融機関に 元年度 26年度

（平成元年度分から 債務保証を行 ～ 21,978 ～ 同上 同上

　平成２６年度分） って生じた代 平成 完済の

位弁済額から 25年度 日まで

中小企業信用

保険法による

保険金を控除

した額の元金

50％と利子等

の合計額

一 般 財 源
金 額

前年度末までの 当該年度以降の 左 の 財 源 内 訳

支出（見込）額 支 出 予 定 額 特 定 財 源

金 額 国県支出金



（単位：千円）

事 項 限 度 額

期 間 期 間 地方債 その他

志木市が行う
中小企業近代
化資金融資あ
っせんに係る
融資額の範囲
内で埼玉県信
用保証協会が
金融機関に債
務保証を行っ
て生じた代位
弁済元金（責
任共有制度要
綱に基づく負
担金方式の場
合は代位弁済 平成 平成

中 小 企 業 近 代 化 資 金 損 失 補 償 額の元金から 元年度 26年度
（平成元年度分から 金融機関負担 ～ 640 ～ 限度額に同じ 限度額に同じ

　平成２６年度分） 割合相当額を 平成 完済の
除いた額）か 25年度 日まで
ら中小企業信
用保険法によ
り受領した保
険金（責任共
有制度要綱に
基づく負担金
方式の場合は
保険金の額を
部分保証方式
に換算した額
）を控除した
額の元金50％
と利子等の合
計額

一 般 財 源
金 額 金 額 国県支出金

前年度末までの 当該年度以降の 左 の 財 源 内 訳

支出（見込）額 支 出 予 定 額 特 定 財 源



（単位：千円）

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元金償還見込額

１ 4,191,819 6,589,728 435,700 593,267 118,692 6,432,161

(１) 総 務 502,456 628,591 22,500 131,619 14,323 519,472

(２) 民 生 117,605 94,860 304,400 26,667 1,130 372,593

(３) 土 木 1,403,317 1,367,802 108,800 196,378 21,233 1,280,224

(４) 消 防 24,230 31,326 -            7,088 81 24,238

(５) 教 育 2,144,211 4,467,149 -            231,515 81,925 4,235,634

２ 9,012,168 9,424,036 1,100,000 651,296 129,615 9,872,740

(１) 市民税等減税補てん債 1,149,434 871,578 -            187,882 9,055 683,696

(２) 臨 時 税 収 補 て ん 債 94,563 76,432 -            18,514 1,509 57,918

(３) 臨 時 財 政 対 策 債 7,768,171 8,476,026 1,100,000 444,900 119,051 9,131,126

13,203,987 16,013,764 1,535,700 1,244,563 248,307 16,304,901

当該年度中増減見込
当 該 年 度 中
利子支払見込額

当 該 年 度 末
現在高見込額

普 通 債

そ の 他

合 計

附 表 ３

地 方 債 の 前 前 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末
及 び 当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区 分
前 前 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現在高見込額


